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 独立行政法人制度は、行政の事務減量の推進、効率性・質の向上及び透明性の

確保を理念として設計された。目標管理及び第三者による事後評価や、使途を特

定しない運営費交付金による財源措置といった、国の行政機関にはない仕組みが

用意され、平成 13 年に導入されている。 

 この制度は、一定の成果をもたらしているものの、様々な課題が指摘されてい

る。これまでも改革が試みられてきたが、今後、制度自体を根本的に見直すこと

を含め、制度の在り方を刷新することが予定されている。 

 本稿では、これまでに指摘されている独立行政法人制度の主な課題を、制度の

設計理念に即して整理し、概説する。 
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はじめに 
 平成13年に独立行政法人（以下「独法」という。）制度が創設されてから、今年で10年
目を迎えた。従来の行政組織とは異なる考え方に基づくこの制度は、一定の成果をもたら

している反面、様々な問題が指摘されている。改革はこれまでにも試みられてきたが、鳩

山由紀夫内閣は、従来の改革が不徹底であるとして、独法制度自体を根本的に見直すこと

を含め、制度の在り方を刷新することを平成21年末に閣議決定した。本稿では、まず独法

制度の設計理念及び制度の概要を振り返った上で、独法制度の抱える課題を概説する1。 
 

Ⅰ 制度設計 

１ 沿革 

 独法制度の基本的な設計を行ったのは、橋本龍太郎内閣が平成 8 年に設置した行政改革

会議である。この会議が平成 9 年 12 月に行った最終報告において、独法制度の導入が提

言され、この報告を最大限尊重する形で、中央省庁等改革基本法（平成 10 年法律第 103
号）が制定された。同法に基づき内閣に設置された中央省庁等改革推進本部において、独

法制度の設計が具体化され、平成 11 年 1 月に「独立行政法人制度に関する大綱」が決定

された。そしてこの大綱に定められた内容のうち、法律で定めるべき事項を抜き出したも

のが独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号。以下「通則法」という。）として制定

された2。なお、個別の独法の設立は、通則法に準拠して制定される個別法により行われる

こととされた。 

２ 基本的な考え方 

 独法制度の設計理念は、行政改革会議の最終報告に次のように示されている。すなわち、

国民のニーズに即応した効率的な公共サービスの提供等を実現する、という行政改革の基

本理念を実現するため、政策の企画立案機能と実施機能とを分離し、実施部門のうち一定

の事務・事業について、事務・事業の垂直的減量を推進しつつ、効率性の向上、質の向上

及び透明性の確保を図るため、独立の法人格を有する独法を設立する3、というものである。

基本的な考え方は、以下のとおりである。 

（１）垂直的減量（アウトソーシング） 
 行政改革会議の目的の一つであった中央省庁再編の前提として、国家行政の減量が不可

避とされていた。独法制度は、何よりもまず、国家行政のスリム化の手段として位置付け

られており、そのために、国の行政機関とは別の法人格とする必要があったとされている4。 
 

                                                 
1 広義の独法改革には、個別独法の改革も含まれ得るが、本稿では、独法制度自体の改革に限定している。 
2 制度設計過程の詳細については、岡本義朗『独立行政法人の制度設計と理論』中央大学出版部，2008, pp.15-46.
等を参照。 
3 行政改革会議事務局 OB 会編『21 世紀の日本の行政』行政管理研究センター，1998, p.93. 
4 藤田宙靖「国立大学と独立行政法人制度」『ジュリスト』No.1156, 1996.6.1, pp.110-111. 
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（２）効率性の向上・質の向上 
 事務・事業の効率化や質の向上のために、独法には民間企業の経営理念・手法を可能な

限り導入することとされた。これは、新公共理論( New Public Management :NPM5)に基

づくものであり、行政改革会議は、この理論の実践としてイギリスで導入されたエージェ

ンシー6を参考にして、独法の制度設計を行った。 

（３）自律的な業務運営 
 事務・事業の効率性・質の向上に関連して、独法の制度創設に当たっては、独立した法

人格をもちながら、監督官庁の強い事前関与・統制による自律性・自主性の欠如等の問題

点を指摘されてきた特殊法人7の教訓をいかし、形式上独立しているというだけではなく、

自律性を確保するための実質的な仕組みが必要であると考えられていた。 

（４）透明性の確保 
 国の行政組織から独立しているとはいえ、独法も行政の一部を構成することに変わりは

ないため、国民に対して国の行政組織と同様のアカウンタビリティを負うと考えられた8。 
さらに、自律的な業務運営と引き換えに実施される事後評価の前提として、独法の業務運

営の成果については、透明性の確保がより強く意識されていた9。 
 

Ⅱ 制度の概要 
 上述の理念を具体化した独法制度の概要を、国の行政機関と比較しながら説明する（表

1参照）。 

１ 効率性の向上・質の向上のための仕組み 

（１）中期的な目標管理と第三者による事後評価 
 国の行政組織の問題点として、予算編成時における事業の事前評価が中心であり、投資

対効果を事後評価する仕組みが不十分であると指摘されていた10ことを踏まえ、独法につ

いては、目標管理の仕組みが制度化された。具体的な手続は次のとおりである。まず、主

務大臣が、あらかじめ主務府省の評価委員会（以下「府省評価委」という。）の意見を聴い

た上で、3 年から 5 年までの範囲の期間における中期目標を定め、独法に指示する。この

目標を達成するため、独法は中期計画を自主的に作成し、主務大臣の認可を受ける。また、

独法は中期計画に基づいて、毎事業年度の開始前に、業務運営に関する計画（年度計画）

を定め、主務大臣に届け出る。そして、独法はこの計画に従って業務を執行する。このよ

うに、独法は計画を自ら作成・執行することによる柔軟な経営が可能になっている。その

                                                 
5 NPM については、大住莊四郎『パブリック・マネジメント―戦略行政への理論と実践』日本評論社，2002, 
pp.11-13. 等を参照。 
6 イギリスにおけるエージェンシー（Next Steps Agency）導入の経緯については、下條美智彦編著『イギリス

の行政とガバナンス』成文堂，2007, pp.66-73. 等を参照。 
7 宇賀克也『行政法概説 III（第 2 版）』有斐閣，2010, p.253. 
8 山本清『政府会計の改革―国・自治体・独立行政法人会計のゆくえ』中央経済社，2001, p.163. 
9 岡本 前掲注(2), p.103. 
10 行政改革会議事務局 OB 会編 前掲注(3), p.301. なお、独法制度導入後の平成 14 年 4 月、いわゆる政策評

価法（行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号））が施行され、国についても政策評価

制度が導入された。 
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代わり、独法の業務実績については、業務運営の合理性、適切性を担保するため、事業年

度ごとに、府省評価委による評価が行われる。さらに、適切な評価活動の確保を図るため、

総務省に設置された政策評価・独立行政法人評価委員会（以下「政独評価委」という。）が、

府省評価委による評価結果を横断的に見直すこととされている。 

（２）業務・組織全般の定期的見直し 
 国の行政組織の場合、業務や組織の定期的な見直しを行う制度が存在せず、現状肯定に

傾きがちであるといわれる11。独法の場合には、中期目標の期間終了時において、主務大

臣が、独法の業務・組織の全般にわたる検討を行い、廃止・民営化を含めた所要の措置が

講じられる。必要性の乏しい業務の拡張、存在意義の低下した独法の存続等の問題点を克

服することがねらいである。具体的な手続は次のとおりである12。まず、主務大臣が独法

の組織・業務全般の見直しの当初案を作成する。政独評価委は、事務・事業の改廃に関し

て「勧告の方向性」等の指摘を行う。主務大臣は、政独評価委の指摘等を反映させて当初

案を修正し、予算概算決定時までに見直し内容を決定する。 

（３）企業的な経営手法による財務運営 
 効率化の客観的な評価を可能にするため、独法は、原則として企業会計原則によりつつ、

適切な財務情報を提供する観点から、営利企業との違いを考慮して、必要な修正を加えた

独立行政法人会計基準（以下「独法会計基準」という。）により、会計処理を行う。そして、

会計監査人により、専門的立場から会計経理についての監査を受ける（小規模な独法を除

く。）。また、主務大臣が任命する監事により、財務内容等の監査を含む、業務の能率的か

つ効率的な運営を確保するための監査が行われる13。 

２ 自律的な業務運営の確保のための仕組み 

（１）法人の長の人事・組織編成権 
 国の行政組織の場合、行政機関の職員の定員に関する法律（昭和 44 年法律第 33 号）に

よる定員管理が行われ、職員の任免は、国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）等によ

り画一的に規律されている。独法の場合は、組織の自主性を確保するため、法律による定

員管理の対象外とされている14。また、独法の長は役員（監事を除く。）・職員の任命権を

有し、業績不振を理由に役員を解任することも可能である。これにより民間人登用を含め

た適材適所の役員人事が可能となるとされている。 
 役職員の報酬・給与については、自主性の発揮の観点から、独法又は当該役職員の業績

が反映されたものでなければならない。支給の基準は公表を義務付けられている。 
 国の行政組織が内部組織の変更を行う場合は、総務省行政管理局に定員・機構要求を行

                                                 
11 同上，p.302. 
12 「中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しについて」（平成 15 年 8 月 1 日閣議

決定）が手続を定めている。ただし、この閣議決定では、主務大臣が見直し内容を決定する前に行政改革推進

本部の議を経なければならないこととされていたが、政権交代後に決定された「独立行政法人の抜本的な見直

しについて」（平成 21 年 12 月 25 日閣議決定）により、この手続は不要となった。 
13 さらに、国が資本金の 2 分の 1 以上を出資している等の独法については、会計検査院による検査が行われる。

西川明子「広義の行政のアカウンタビリティ」『レファレンス』698 号，2009.3, p.81. 
<http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/refer/200903_698/069804.pdf>を参照。 
14 なお、特定独立行政法人（後述）については、政府は、毎年、国会に対し、常勤職員の数を報告しなければ

ならない（通則法第 60 条第 2 項）。 
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い、認められる必要がある。独法の場合には、長が裁量で組織変更を実行できる。 

（２）主務大臣の関与の限定 
 国の行政組織の場合、国家行政組織法（昭和 23 年法律第 120 号）等の規定により、各

省大臣の一般的監督権が及ぶ。独法の場合には、事前統制を極力排除し、あらかじめ法令

に規定した個別の場合に限定している。 

（３）運営費交付金による財源措置 
 国の行政組織の場合、原則として単年度ごとの歳出予算により、事前に使途を定めた上

で財源措置が行われる。予定の使途以外に用いるには、国会の議決や財務大臣の承認とい

った手続が必要となる。また、原則として年度内の遣い残しを翌年度に繰り越すことはで

きない。独法の場合には、自主性を尊重する観点から、使途を定めない運営費交付金が国

から交付され、独法の裁量により、予定の使途以外に用いることもでき、翌年度に繰り越

すことも可能である。このような使途の適否は、事後の業績評価で判断される。 

３ 業務の透明性の確保のための仕組み 

（１）業務・財務運営に係る広範な事項の公表 
 国の行政組織の場合、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11 年法律第

42 号。以下「行政機関情報公開法」という。）に国民への積極的な情報提供が定められて

いるが、努力義務にとどまっている。独法の場合、通則法の規定により、中期目標、中期

計画、年度計画、事業報告書、財務諸表、府省評価委の評価結果等については、すべて公

表が義務付けられている。また、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平

成 13 年法律第 140 号。以下「独法情報公開法」という。）第 22 条第 1 項の規定により、

独法の組織、業務及び財務に関する基礎的な情報（第 1 号）並びにこれらについての評価

及び監査に関する情報（第 2 号）等の提供が義務付けられている。 

（２）国民の請求に対する情報の開示 
 国の行政組織の場合、国民主権の理念にのっとり、国民に対するアカウンタビリティを

確保するため、行政機関情報公開法による情報開示制度が用意されている。独法の場合も、

独法情報公開法により、同様の情報開示制度が用意されている15。 

４ 職員の身分 

 国の行政組織の職員は国家公務員である。独法の場合は、国から独立した組織であるた

め、原理的には職員の身分は国家公務員とは相いれないと考えられていた16が、独法制度

を円滑に導入するため、職員が国家公務員の身分を有する独法（特定独立行政法人。以下

「特定独法」という。）と、そうではない独法（以下「非特定独法」という。）の2種類

が設けられた。当初特定独法とされた独法が、中期目標の期間終了時における組織の見直

しの結果、非特定独法に移行した例も多い17。 

                                                 
15 西川 前掲注(13), p.80. 
16 行政改革会議事務局 OB 会編 前掲注(3), p.94. 
17 「中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しについて」（前掲注(12)）を参照。平

成 15 年 4 月時点で特定独法は 57 あったが、平成 22 年 4 月時点では 8 にまで減少している。 
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表1 独立行政法人と国の行政機関との制度比較 

（出典）行政改革会議事務局資料等を参考に筆者作成 

Ⅲ 制度の課題 

１ これまでの取組 

 まず、これまでの制度改革について簡単にその経緯を説明する。 

（１）独立行政法人整理合理化計画 
 中期目標の期間終了時の見直しを徹底するといった、制度内での取組18が行われてきた

                                                 
18 「今後の行政改革の方針」（平成 16 年 12 月 24 日閣議決定）並びに「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12
月 24 日閣議決定）及びこれを受けて制定された、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律（平成 18 年法律第 47 号）等を参照。 

 国の行政機関 独立行政法人 

効 
 
率 
 
性 

目標管理 予算統制上、原則として単年度の目標管理 
3～5年の範囲で政策評価に関する基本計画

を策定（政策評価法） 

中期目標期間（3～5年）の範囲での目標管理 

事後評価 基本計画及び1年ごとに策定する実施計画に

基づき実施（政策評価法） 
年度ごとの評価・中期目標期間終了時の見直し

評価主体 行政機関による政策の自己評価 
総務省による各行政機関の政策評価の客観

的かつ厳格な実施を担保するための評価 

主務府省の評価委員会による第三者評価 
総務省に設置された政策評価･独立行政法人評

価委員会による横断的な評価結果の見直し 
業務・組織

の見直し 
制度なし 中期目標期間終了時に定期的な実施 

会計制度 官庁会計（一般会計・特別会計） 原則として企業会計原則による 
監査制度 会計検査院による検査 会計監査人による監査（小規模独法は除く） 

監事による監査 
（一部独法に対して、会計検査院による検査） 

自 
 
律 
 
性 

予 
 
算 
 
制 
 
度 

使途 
変更 

限定的（財政法） 
移用：国会議決・財務大臣承認 
流用：財務大臣承認 

運営費交付金については可能 
施設費補助金その他の補助金等については不可能（補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律） 
年度 
繰越 

限定的（財政法） 
明許繰越：国会議決・財務大臣承認 
事故繰越：財務大臣承認 
※一部の特別会計は国会議決・財務大臣承認不要

可能 

内部 
留保 

原則として不可 可能 

定員・ 
機構管理 

定員数（総定員法）・機構数（国家行政組織法

等）の制限 
総務省行政管理局への定員・機構要求が必要

定員・機構数制限なし（総人件費改革は適用） 
 
長の裁量で定員・機構変更可能 

任免権・ 
給与制度 

国家公務員法等による画一的管理 
 
人事評価を反映した給与制度 

長による役職員の任命（監事は主務大臣による） 
業績不振を理由とする役員の解任権 
業績を反映した給与制度 

主務大臣 
の関与 

一般的監督権 法令に規定された個別の場合に限定 

透 
 
明 
 
性 

情報提供 努力義務（行政機関情報公開法） 中期目標、中期計画、年度計画、事業報告書、

財務諸表、主務府省の評価委員会の評価結果等

の公表義務（通則法） 
組織・業務・財務の基礎的情報、これらについ

ての評価・監査情報の提供義務（独法情報公開法）

情報開示 制度あり（行政機関情報公開法） 制度あり（独法情報公開法） 
職員の身分 国家公務員 非国家公務員（特定独法の場合は国家公務員） 
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中で、平成 19 年、小泉純一郎内閣は、現行の独法が制度本来の目的にかなっているか、

制度創設後の様々な改革と整合的なものとなっているか等について、原点に立ち返って見

直すことを閣議決定した19。主務大臣がすべての独法について整理合理化案を作成し、関

係機関が連携を図りつつ議論を行い、内閣に置かれた行政改革推進本部の行政減量・効率

化有識者会議が取りまとめた内容に基づき、「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19 年

12 月 24 日閣議決定。以下「整理合理化計画」という。）が策定された。この計画には、独

法の見直しに関し講ずべき横断的措置として、制度そのものの改革に関する措置が含まれ

ていた（表 2 参照）。 

（２）第 169 回国会における通則法改正案の提出 
 整理合理化計画に示された独法制度改革を推進するため、福田康夫内閣は平成 20 年、

第 169 回国会に、評価機関の一元化、監事の職務権限の強化等による業務の適正化、非特

定独法の役職員に係る再就職規制の導入、不要財産の国庫納付等について所要の規定を定

める通則法の改正案（閣法第 79 号。以下「平成 20 年通則法改正案」という。）及びこれ

に伴う整備法案（閣法第 80 号）を提出した。しかし、これら両案は、衆議院において継

続審議とされ、第 171 回国会における衆議院の解散に伴って廃案となった。 

（３）「独立行政法人の抜本的な見直しについて」など 
 衆議院の解散に伴う総選挙を経て平成 21 年 9 月に成立した鳩山内閣は、内閣府特命担

当大臣（行政刷新）の下に「独立行政法人ガバナンス検討チーム」を設置した。同検討チ

ームは国立高度専門医療センターの独法化を念頭に置いた検討を行い、その見解を取りま

とめたもの（以下「検討チーム取りまとめ」という。）を平成 21 年 12 月に公表した20。一

方で、政権交代前から総務省に設置されていた「独立行政法人における内部統制と評価に

関する研究会」は、独法の内部統制と評価の在り方に関する報告書（以下「研究会報告書」

という。）を平成 22 年 3 月に公表した21。 
 また、内閣府に設置された行政刷新会議において独法の抜本的な見直しを行うことが決

定されたことを受け、鳩山内閣は「独立行政法人の抜本的な見直しについて」（平成 21 年

12 月 25 日閣議決定）を定めた。これにより、整理合理化計画に定められた事項について

は、一部を除き、当面凍結されることとされた22。 

（４）第 174 回国会における通則法改正法の成立 
 平成 21 年 11 月に行政刷新会議が実施した「事業仕分け」において独法の基金を国庫返

納すべきだという判定結果が出たことなどを受け、鳩山内閣は、不要資産の国庫返納を独

法に義務付ける通則法改正案を第174回国会に提出し、平成22年5月に成立した（後述）。 
 参考として、整理合理化計画の内容とこれまでの立法措置の進捗状況を表 2にまとめた。 
 

                                                 
19 「経済財政改革の基本方針 2007」（平成 19 年 6 月 19 日閣議決定） 
20 「独立行政法人ガバナンス検討チーム取りまとめ～NC のガバナンスのあり方について」2009.12.11. 内閣官

房ホームページ<http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/governance/pdf/091214siryou.pdf> 
21 独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会『独立行政法人における内部統制と評価について』

2010.3.<http://www.soumu.go.jp/main_content/000059395.pdf> 
22 鳩山内閣は、整理合理化計画は不十分であるという観点に基づき、一律に実施をすることとはしないものと

したが、整理合理化計画が全部駄目だという認識ではなく、一つ一つ検証した上で、よいものについては当然

進めていくとの考えを示している（第174回国会参議院総務委員会会議録第18号 平成22年5月20日 pp.9-10.
（枝野幸男国務大臣（内閣府特命担当大臣（行政刷新））答弁）を参照）。 
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表2 整理合理化計画の内容と立法措置の進捗状況 

（出典）法律案等を参考に筆者作成 

（５）行政刷新会議による独立行政法人の「事業仕分け」 
 平成 22 年 4 月には、行政刷新会議による独法の事業仕分けが実施され、その議論の中

では、民間にゆだねるべき事業や取引関係の見直し等多くの問題点23が指摘された。これ

らの問題点については、事業仕分けでは対象とならなかった事業も含めて、各府省におい

て見直しを行い、これに伴い必要となる制度改正や組織改正について、所要の対応を行う

こととされた24。 

２ 効率性に関する課題 

（１）随意契約の見直し 
 国の契約方式は、機会均等、公正性、最も有利な価格を見出すといった理由に基づき、

一般競争入札が原則とされている25が、実際には簡便な随意契約が多用されてきた26。随意

契約は運用を誤ると公正性を欠き、また不利な価格で契約を締結するおそれがある27。こ

のため、国においては、平成 18 年から随意契約の適正化が進められてきた28。独法の契約

方式に法令上の規制はない29が、整理合理化計画では、効率化のため、独法の契約方式も

                                                 
23 「事業仕分けの議論で得られた、独立行政法人に関する問題点」（平成 22 年 5 月 18 日第 9 回行政刷新会議

資料 3-2）内閣府ホームページ<http://www.cao.go.jp/sasshin/kaigi/honkaigi/d9/pdf/s3-2.pdf> 
24 「独立行政法人が行う事業の横断的見直しについて 第 9 回行政刷新会議（H22.5.18 開催）決定」（第 55
回政策評価・独立行政法人評価委員会（平成 22 年 5 月 31 日）配布資料 3-4）
<http://www.soumu.go.jp/main_content/000069731.pdf> 
25 福田淳一編『会計法精解 平成 19 年改訂版』大蔵財務協会，2007, p.432. 
26 平成 17 年度実績で、競争性のない随意契約方式は金額ベースで国の契約全体の 46％を占めていた。公共調

達の適正化に関する関係省庁連絡会議「平成 18 年度における国が行う随意契約の見直し状況フォローアップに

ついて」2007.12.27, p.6. 内閣官房ホームページ<http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/tyoutatu/071227.pdf> を参

照。 
27 福田編 前掲注(25), pp.512-513. 
28 「公共調達の適正化に向けた取り組みについて」（平成 18 年 2 月 24 日公共調達の適正化に関する関係省庁

連絡会議）内閣官房ホームページ<http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/tyoutatu/siryou2.pdf> 
29 随意契約の要件が具体的に定められていない独法や、契約の相手方が公益法人であることのみをもって随意

整理合理化計画（平成 19 年）で定

められた横断的見直し事項 
平成 20 年通則法改正案（廃案）に

盛り込まれた事項 
通則法改正法（平成 22 年法律第 37
号）に盛り込まれた事項 

随意契約の見直し － － 
保有資産の見直し 不要財産の処分義務 

国費で取得した不要財産の国庫納

付                           等

不要財産の処分義務 
国費で取得した不要財産の国庫納

付                           等
官民競争入札等の積極的な適用 －  

 
 
 
－ 

（「独立行政法人の抜本的な見直し

について」により、当面凍結し、再

検討することとされた。） 

給与水準の適正化等 － 
業務遂行体制の見直し 役員人事の一元化 

人事への評価の活用           等
人・資金の流れの在り方 非特定独法の役職員の再就職規制 
管理会計の活用 － 
監事監査等の在り方 監事の職務権限強化・任期の延長等

外部監査の在り方 会計監査人の職務権限強化 
事後評価の在り方 評価機関の一元化 
情報開示の在り方 － 
国からの財政支出 － 
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一般競争入札等を原則とし、随意契約の見直しを行うこととされた30。 

（２）保有資産の見直し 
 独法は、その業務を確実に実施するために必要な財産的基礎を有しなければならない

（通則法第 8 条第 1 項）が、整理合理化計画では、事業の見直し等により、独法が保有す

る合理的理由が認められなくなった土地・建物等の実物資産、金融資産や積立金の国庫返

納を行い、適切な財政貢献を行うことが求められていた。しかし、相応の減資を行って政

府出資金を返納する規定が通則法にはなく、多額の資金が独法内部に留保されている状態

にあった31。 
 鳩山内閣は、不要財産の国庫返納を可能にするための通則法改正案を提出し、平成 22
年 5 月 21 日に独立行政法人通則法の一部を改正する法律が成立した（平成 22 年法律第

37 号）。これにより、平成 22 年度は現金 6448 億円、不動産等の現物 987 億円分が国庫返

納される見通しだとされている32。また、平成 23 年度以降に向けて、主務省庁は各独法に

ついて今後国庫納付する金額を算定し、行政刷新会議に報告することとされている33。 

（３）給与水準の適正化等 
 独法の職員給与等は、独法が個別に決定することができるが、平均すると国家公務員と

比較して給与水準が高い傾向にある34。独法が公的主体であること、国から財政支出を受

けていることを踏まえ、整理合理化計画では、効率化のためのインセンティブが阻害され

ることがないよう留意しつつ、給与水準が社会的な理解を得られる水準となるよう、主務

大臣が独法に要請することとされた。 
 また、政府の総人件費改革に伴い、平成 18 年度からの 5 年間で、平成 17 年度の総人件

費額の 5％以上を削減することとされている35。 

３ 自律性に関する課題 

（１）評価体制の見直し 
 府省評価委が実施する独法の評価については、甘くなりがちである36とか、所管府省と

独法とが事実上一体化しており、十分な緊張関係がない37との指摘がある。独法制度の設

計過程においても、所管府省による評価だけでは所管省庁の圧力といった弊害を防止する

                                                 
契約を行えるとする独法も存在した（会計検査院「独立行政法人の業務、財務、入札、契約の状況に関する会

計検査の結果について」（平成 21 年 9 月 18 日報告）pp.21-23. を参照）。 
30 なお、鳩山内閣は、随意契約に加え、一般競争入札等についても、真に競争性が確保されているか点検・見

直しを行うことを閣議決定した（「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日

閣議決定））。 
31 会計検査院『独立行政法人の業務、財務、入札、契約の状況に関する会計検査の結果について』（平成 20 年

11 月 7 日報告）p.67. <http://www.jbaudit.go.jp/effort/zuiji/pdf/h20/201107_zenbun.pdf> 
32 第 174 回国会衆議院総務委員会議録第 12 号 平成 22 年 4 月 13 日 pp.17-18.（階猛総務大臣政務官答弁） 
33 蓮舫行政刷新担当大臣「独立行政法人・政府系公益法人等の抜本改革に向けた当面の進め方」2010.6.18, p.2. 
経済産業省ホームページ<http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100705b03j.pdf> 
34 一例として、事務・技術職員の平成 21 年度における給与水準の対国家公務員指数（年齢・地域・学歴勘案）

は 104.4 である（総務省「独立行政法人の役職員の給与等の水準（平成 21 年度）」2010.8.10. 
<http://www.soumu.go.jp/main_content/000076958.pdf> を参照）。 
35 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律第 53 条第 1 項 
36 「社説 独法通則法改正 「お手盛り」評価はいらない」『読売新聞』2008.4.29. 
37 経済同友会「独立行政法人の合理化・効率化を求める～独立行政法人整理合理化計画の策定に向けて II」
2007.11.21, pp.1-2.<http://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2007/pdf/071121a.pdf> 
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手立てがなく、「お手盛り」評価になる危険性が指摘され、政独評価委による評価が追加さ

れたという経緯があった38。整理合理化計画では、より客観的な評価を行うため、府省評

価委を廃止し、内閣全体として一元的な評価機関により評価する仕組みに改めるべきであ

るとの考え方が打ち出された。これを踏まえて、平成 20 年通則法改正案には、一元的な

評価機関を新たに総務省に設置し、その委員は内閣総理大臣が任命するという内容が盛り

込まれていた。また、検討チーム取りまとめでは、評価委員会は内閣府で一元的に取り扱

うべきものであると提言されている。 
 他方で、政独評価委が各府省の政策判断に過度の干渉を与えることへの懸念39や、各独

法の業務内容を網羅的に評価することは時間的又はその専門性からも困難であり、政独評

価委は財務諸表のチェックを中心に行っていたという傾向40も指摘されている。 

（２）役員人事の見直し 
 独法の役員には、退職公務員や国から出向している者が就任する例が見られ41、これが

常態化しているポストもある42。府省の人事管理に組み入れられてしまうと、独法の自律

的運営に最適な管理者が得られない可能性がある43ため、整理合理化計画では、公募を活

用して適材適所の人材登用を徹底するとともに、任命について内閣が一元的に関与すべき

であるとの考え方が打ち出され、平成 20 年通則法改正案には所要の規定が盛り込まれて

いた。検討チーム取りまとめでは、退職公務員・国からの出向者の就任は認めないとまで

提言されている。しかし、現状では民間人登用が期待した実績をあげていないとする実証

研究もある44。 
 鳩山内閣は、公正で透明な人事を確保する観点から、暫定的な措置として、退職公務員

が就任しているポストの後任者の選任については、原則として公募によることを閣議決定

した45。公募の結果、退職公務員が任命された例もある46。その後、平成 22 年 6 月に発足

した菅直人内閣は、各大臣の任命権の下、職員が役員出向する場合には、公募の対象外と

することができることを閣議決定した47。 

（３）監事の監査・外部監査の見直し 

                                                 
38 岡本 前掲注(2), pp.30-31. 
39 同上 
40 西山慶司「独立行政法人制度にみる NPM 型改革の影響―独立行政法人評価の実際と独立行政法人整理合理

化計画を踏まえて」『日本評価研究』Vol.9, No.3, 2009.9, p.63. 
41 平成 20 年 10 月 1 日時点で、100 独法 640 人の役員中、退職公務員が 189 人（29.5%）、国から出向してい

る者が 85 人（13.3％）であった（政策評価・独立行政法人評価委員会『独立行政法人評価年報 平成 20 年度

版』 p.14. を参照）。 
42 平成 21 年 5 月 14 日時点で確認されたもので、5 代以上連続で同一府省の退職公務員が就任しているポスト

が 11 ある（「「各府省等からの再就職者が 5 代以上続いている独立行政法人・特殊法人等・公益法人」の概要」

<http://www.soumu.go.jp/main_content/000046316.pdf> を参照）。 
43 山本清「合理的根拠に基づく制度改革を―独立行政法人制度の見直し―」『会計検査資料』516, 2008.9, p.23; 
青木昌彦『私の履歴書 人生越境ゲーム』日本経済新聞出版社，2008, pp.203-204. 
44 山本 同上, pp.24-25. 
45 「独立行政法人等の役員人事に関する当面の対応方針について」（平成 21 年 9 月 29 日閣議決定） 
46 平成 22 年 4 月までに公募の行われた 97 ポスト中、24 ポストに退職公務員が任命されている（「独立行政法

人等の役員人事案件（公募）」、「独立行政法人の役員の公募結果（4 月 1 日発令分）」及び「独立行政法人の役

員の公募結果（7 月発令分）」内閣官房ホームページ<http://www.cas.go.jp/jp/doppou_koubo/link2.html> を参

照）。 
47 「退職管理基本方針」（平成 22 年 6 月 22 日閣議決定）

<http://www.soumu.go.jp/main_content/000071216.pdf> 
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 整理合理化計画においては、官製談合などにより損なわれた国民の独法に対する信頼を

回復するための一方策として、監事の機能強化を図り、随意契約の適正化を含めた入札・

契約の状況等について監査で厳格にチェックするとともに、会計監査人も財務諸表等につ

いて行う監査の中で同様にチェックすることとされた。これを踏まえて、平成 20 年通則

法改正案には、監事及び会計監査人に役職員・子法人に対する報告要求権や業務・財産状

況の調査権限を付与する等の内容が盛り込まれていた。また、検討チーム取りまとめ及び

研究会報告書においても、監事の機能強化が提言されている。 
 これに対しては、費用対効果の見地からの懸念が指摘されている。独法に対しては、既

に、会計検査院の検査、財務省の予算執行調査、府省の実施する政策評価の一環としての

プロジェクト評価、府省評価委、研究開発資金交付団体による調査といった重層的な事後

規制が付加されており48、独法の事務作業は非常に膨大なものとなっている49。さらに、会

計監査人として独法の外部監査を担当する公認会計士の側からは、入札・契約のそもそも

の適切性や法人運営における資金の無駄遣いについて、直接的に会計監査人がチェックや

判断をすることは、財務諸表監査の性質から範囲を超えるものであるとの指摘がある50。 

（４）ガバナンスの仕組みの見直し 
 検討チーム取りまとめは、通則法では独法の長に業務運営の全権限が集中する構造にな

っており、チェック＆バランスの仕組みが事実上存在しないことを指摘した上で、業務執

行権者（独法の長）と重要事項についての業務執行権者（理事会）を分離する等の仕組み

を導入することを提言している51。研究会報告書は、内部統制の充実・強化のため、独法

の長自身が適切に規律される仕組みの検討の必要性を指摘しつつ、独法の規模等によって

ガバナンスの仕組みが異なってくるとの考え方を示している。 
 これに対し、独法が合議制の議決機関を置かず、長による独任制を採用したのは、独法

がもっぱら執行機能を担うものとされることから、その長に効率的な執行の最終責任を帰

属させ、結果に対するアカウンタビリティを明確にすることを意図したためであるとの指

摘がある52。 

（５）独法の中期目標設定への関与 
 独法の実施事業について、政策目的そのものが不適切でありそもそも実施すべきではな

いとか、政策手段として独法が実施すべきではないと批判されることがある。しかし、独

法は、主務大臣が一方的に設定した中期目標を達成するために事業を実施しているので、

事業実施の効率性に対し責任は負うものの、事業自体の適否に対しては責任を負うことが

できない。また、中期目標において達成が極めて困難あるいは容易である数値目標が設定

されれば、この目標に照らして実績が評価され、誤った判断を招きかねないと指摘した上

                                                 
48 山本 前掲注(43), p.25. 
49 小規模な独法は評価等のガバナンスに労力を割かれ、肝心の業務執行に割く勢力が少ないというアンバラン

スな状況にあるとの指摘もある（第 174 回国会参議院行政監視委員会会議録第 2 号 平成 22 年 3 月 15 日 p.9.
（山本清参考人発言）を参照）。 
50 日本公認会計士協会公会計担当「独立行政法人の随意契約について」2008.2.13. 
<http://db.jicpa.or.jp/visitor/general/toshin_dl.php?id=6361> 
51 この取りまとめは、比較的大規模な独法である国立高度専門医療研究センター（6 法人）のガバナンスを念

頭に置いたものであることに留意する必要がある。 
52 宇賀克也「アメリカの政府関係法人―わが国の特殊法人、独立行政法人との比較―」碓井光明ほか編『公法

学の法と政策―金子宏先生古稀祝賀―下巻』有斐閣，2000, p.216. 
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で、イギリスのエージェンシーのように、目標を主務大臣と独法が協議の上で合意して定

めるようにすべきであるとの提言がある53。研究会報告書においても、政策レベルの企画

立案力を独法が有している場合があり、独法及びその職員の意欲を向上させるためにも、

主務大臣と独法の責任関係を明確にした上で、独法に対して中期目標の設定に何らかの関

与を行わせることが必要であると提言されている。 

（６）独法の裁量が及ばない業務の存在 
 運営費交付金を財源とする独法の業務は、独法が自らの裁量で実施することができる。

しかし、国庫補助金等を財源とする業務が存在している。補助金等の使途を決定するのは

原則として国であり、独法ではないため、補助金等による業務については、独法の自律性

が確保されにくいという指摘がある54。背景としては、「特殊法人等整理合理化計画」（平

成 13 年 12 月 19 日閣議決定）により、特殊法人が業務の在り方を変えずに独法化された

ことに原因があると指摘されている55。平成 21 年度計画における独法の収入予算額合計

63 兆 2068 億 7300 万円のうち、運営費交付金は 1 兆 6101 億 2800 万円であり、国庫補助

金等は 1 兆 2369 億 8600 万円である。また、収入に占める国庫補助金等の割合が運営費

交付金の割合を上回っている独法も存在している56。こうした業務については、独法制度

の基本的考え方にふさわしい在り方に修正すべきであるとの指摘がある一方で57、運営費

交付金への収入依存度が低い独法を独法通則法とは別の枠組みで管理することも提唱され

ている58。 

４ 透明性に関する課題 

（１）評価の明確化 
 独法の評価に関する情報の公開により、独法の業績によって国民にどのような成果がも

たらされたのかが明らかにされることが望ましい。しかし、現状においては、中期目標等

の記載事項が不明確・抽象的であり、定性的な目標（例.○○に努める）が多く、定量的な

目標であっても成果レベル（例.事業の認知度を○％上げる）でなく、活動レベル（例.セ
ミナーを○回実施する）のものが多く59、適切な評価となっていないとの指摘60がある。独

法の業務の中には、試験研究、文教研修、医療厚生といった、成果を明確な数値で示すこ

とが容易でないものも多いことも理由だと考えられる61。適切な実績評価のためには、①

業務の目的・個別目標の適切な設定、②個別目標測定のための評価指標の適切な選択、③

評価指標の目標値の適切な水準での決定、④指標の実績値の適切なモニタリングが必要で

あるとされている62。整理合理化計画では、独法の業務全般にわたり可能な限り網羅的か

つ定量的な指標を設定するなど、達成すべき内容や水準を明確化及び具体化するとされた。

                                                 
53 山本 前掲注(8), p.170. 
54 岡本 前掲注(2), pp.697-700. 
55 同上 
56 政策評価・独立行政法人評価委員会 前掲注(41), pp.414-415. 
57 岡本 前掲注(2), p.700. 
58 山本清「独立行政法人「仕分け」の視点（上） 業務の成果管理、徹底を」『日本経済新聞』2010.4.19. 
59 福井健太郎・横澤良子「独立行政法人における『経営』（マネジメント）の必要性」『季刊政策・経営研究』

8 号，2008.10,  pp.121-122. 
60 岡本 前掲注(2), p.736. 
61 藤田 前掲注(4), pp.113-114.  
62 岡本 前掲注(2), p.739. 
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研究会報告書においても、内部統制の充実・強化を図り、適切なマネジメントに資すると

いう観点から、中期目標等の具体化・定量化が必要であると提言されている。 

（２）独法会計基準の見直し 
 独法の財務状態を理解するためには、国民にとって分かりやすい会計基準を採用するこ

とが望ましい。しかし、独法会計基準は、企業会計原則を原則としつつも異なる考え方を

導入しているため、一般的に理解されにくい、独法経営のモラルハザードを助長している

といった指摘がある63。検討チーム取りまとめは、こうした指摘を踏まえた上で一般企業

会計原則を採用すべきだと提言している。これに対しては、企業とは業務構造も収支構造

も異なっている独法にそのまま企業会計原則を適用することは適切ではなく、独法会計と

いう枠組みの中で、企業会計の仕組みの有効性を具体的に議論しつつ、必要な部分を改善

していくことが大切である、という意見もある64。 

５ その他の課題 

 民間の主体で実施可能と考えられる事業を独法が実施していることについては、国家財

政支出削減の観点から批判があり65、行政刷新会議の事業仕分けにおいても問題点として

指摘された66。前提として、独法が実施する事業は、国自ら実施する必要のない事業のう

ち、民間にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものだけではなく、一の

主体が独占して実施する必要があるものも含む（通則法第 2 条第 1 項）ため、民営化が可

能な事業を独法が担うこと自体は制度上予定されている。問題は、公共的な事業として独

占して行うことが必要である67かどうかを厳格に検証することであり、その際の立証責任

は独法ないし主務大臣の側が負うべきであるとの指摘68がある。また、公共性に疑義のあ

る事業に関しては、官民競争入札（市場化テスト）の検討対象となり得るように措置を講

じるべきであるとの提言もある69。 
 

おわりに 

 財政支出削減はわが国の大きな課題であり、独法もその例外ではない。しかし、独法制

度は、事業を効率的に実施するための道具であり、適切に機能すれば、財政支出削減に資

するものであると考えられる。菅内閣では、独法の制度的課題の整理・検討を行い、平成

22 年度内を目途に詳細設計を行うという方針が示されている70。設計に当たっては、当初

の制度設計の理念を踏まえ、独法が国民のニーズに即応した効率的な公共サービスを提供

するための、より使い勝手のよい道具となるような改善が望まれる。 

                                                 
63 前掲注(20), p.6. 
64 岡本 前掲注(2), pp.362-366. 
65 石川和男「独立行政法人「仕分け」の視点（下） 「民業」と「行政」選択せよ」『日本経済新聞』2010.4.20.
等を参照。 
66 前掲注(23), p.1. 
67 行政改革会議事務局 OB 会編 前掲注(3), p.100. 
68 岡本 前掲注(2), p.682. 
69 同上，p.684. 
70 蓮舫行政刷新担当大臣 前掲注(33), pp.1-2. 
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